
港湾の広域連携化による
海上物流への影響把握と効果拡大方策に関する研究(新規）

背 景

内 容

目 的

(新規：平成20～22年度）

成果の活用

・東アジア諸国の経済の活性化，グローバルな企業間競争の進展にともない，国際海上物流の効
率化を図ることでわが国の企業の競争力を強化することが必要である
・このために，港湾の広域連携化による効率的な港湾管理運営を実施することで，国際物流のコ
スト，スピード，サービスの水準を向上させることが期待されている

（交通政策審議会港湾分科会「我が国産業の国際競争力強化等を図るための今後の港湾政策のあり方」中間報告（2007 7/10）

・大阪湾では，関西経済連合会を中心に広域連携化の具体的施策が推進されている
平成19年４月から大阪湾内の二港に寄港する船舶の入港料半減化を実施
平成19年12月までに大阪湾内の一開港化に向けての諸手続きの完了

・この大阪湾での施策の実施による海上物流への影響を把握し，その効果の拡大方策を明確にす
ることで広域連携化の進展を図る

  

海上物流影響の把握
○影響把握手法の開発
○連携化施策による影響分析

海上物流影響の把握海上物流影響の把握
○影響把握手法の開発
○連携化施策による影響分析

①大阪湾での施策の効果を明確化することで，他の湾域での広域連携化を促進

②地先港湾活用の支援システムの実現により，大阪湾での広域連携化による効果を促進

一開港化＋入港料低減で
船舶コスト15％減

効果拡大方策の検討
○地先港湾の活用実態の分析
○地先港湾の活用支援システムの検討

効果拡大方策の検討効果拡大方策の検討
○地先港湾の活用実態の分析
○地先港湾の活用支援システムの検討

二港寄り（Ａ港＋Ｂ港）の実現

従来のＡ港から地先のＢ港で船積降ろしが可能

Ａ港

Ｂ港

二港寄り（Ａ港＋Ｂ港）の実現

従来のＡ港から地先のＢ港で船積降ろしが可能

Ａ港

Ｂ港



エアラインの行動を考慮した空港需要マネジメントに関する研究(新規）

背 景

内容

目 的

(新規:平成２０～２３年度）

航空政策と航空市場におけるエアラインの行動（運賃設定，便数設定，路線設定など）の関係に焦点をおき，国内外
における航空政策が航空市場に及ぼした影響に関する政策レビュー，近年の航空輸送ネットワーク市場における動向
分析，エアラインの行動分析手法を用いた政策効果分析等の研究を通じて，今後の空港需要マネジメントに係る政策
検討における政策効果の分析の手法を開発する．

•高需要の空港における容量逼迫が顕在化しつつあり，関西圏や北部九州圏のような空港近接地域における役割分
担のあり方や，羽田・伊丹・福岡のような混雑空港における空港容量のマネジメントなどの政策ニーズが高まっており，
政策案効果の分析が必要．
•交通政策審議会航空分科会（H23予）にて，上記政策課題を含む中長期的な航空政策のあり方が審議される見込み

であり，その審議及び答申に先だって政策効果の分析が必要．

政策効果の定性的分析
（モデル分析が困難な政策）

混雑空港における容量管理政策の効果分析
例）混雑料金制，裁量的な発着容量割り当て制

H20
(2008)

H21
(2009)

H22
(2010)

H23
(2011)

航空市場の動向に関する研究
・国際航空ネットワーク動向の整理
・航空機材動向の整理

空港近接地域における機能分担政策の効果分析
例）ペリメータ制，柔軟な空港使用料体系導入

分析シナリオ案の作成

エアラインの行動分析モデル
に関する既存研究の整理

空港需要マネジメントに関する政策レビュー
・混雑空港容量管理政策
・空港近接地域における機能分担政策，など

研究活動政策・航空市場

次期交通政策
審議会
航空分科会

羽田D滑走路
供用（H22.10）

成田2500m平行

滑走路供用
（H21年度末）

この頃
神戸，福岡等
の容量逼迫，
右課題の顕在化
が予想される

関空第2滑走路
供用(H19.8)

提供

航空市場における
エアラインの行動
分析モデル構築

（2ヶ年）

最
新
動
向
を
継
続
的
に
整
理



内容（続き）

成果の活用

•混雑空港を抱える都市圏および複数空港近接地域における空港有効活用・利便性向上
•航空モビリティ（航空の利用しやすさ）向上を通じた，我が国産業の国際競争力強化

従来の実務的政策分析手法：航空需要予測モデル

入力：与件 出力

•便数
•運賃
•etc

•旅客需要
モデル

これらは，市場においてエアラインがコントロール可能
→前提条件にしてしまうと，政策によるエアラインの反応が分析できない
→航空市場の状況変化が適切に反映されないので，旅客需要への影響も適切に分析できない

•政策シナリオ

•政策に対する航空便数や運賃の変化を分析するモデルを構築
•便数変化や運賃変化を通じた旅客行動の変化もモデル内で分析される

•便数
•運賃
•etc

•旅客需要
モデル

•政策シナリオ

本研究で構築するモデル

入力：与件 出力

伊丹路線：○○便減，○○人減

関空路線：△△便増，△△人増

神戸路線：××便増，××人増

本モデルのアウトプットイメージ
例）
神戸空港における
発着回数制約の
緩和による効果

路線便数変化と旅客需要変化を
同時に分析可能
（運賃変化も分析可）

（以下を実現するための航空政策の立案に活用）



（１）アピールポイントのあり方の検討

（２）アピールポイントにおける評価手法の確立

（３）住民参加のメニュー作り

☆ 都市再生第三次決定の都市再生プロジェクト「大都市圏における都市環境インフラの再生」「水循環系の再

生」に位置づけられている全国海の再生プロジェクト（国土交通省）により、閉鎖性内湾の再生行動計画が
立案され、その成果の評価手法として、アピールポイントという評価地点が抽出されている。しかし、そのア
ピールポイントで具体に、どのように評価するのか、特に横断的比較や、今後の再生計画への反映のさせ
方については、十分に議論されていない。

☆ 交通政策審議会港湾分科会環境部会の答申（H17.3）、21世紀環境立国戦略の閣議決定（H19.6）、海洋
基本法の成立（H19.6）により、市民が自分のこととして、沿岸域の問題に関心を持ち、関与していくために

は、沿岸域というスケールでの問題と市民が普段接する水辺というスケールでの現象との間の連関に関す
る説明（概念モデル）や判りやすい評価が不可欠である。

内湾域における里海・アピールポイント強化プロジェクト(新規）

沿岸域と水辺の環境の係りについて、生物・環境の両面から概念的に繋がりが理解できる概念モデ
ルを構築するとともに、アピールポイントのあり方について整理を進め、その評価手法の確立、市民
が主体的に参加できる活動メニューの構築を通して、統合沿岸域管理としての全国海の再生プロ
ジェクトを推進する。

目的

研究内容

研究の背景

(新規:平成２０～２２年度）

・ 現象解明・モニタリング成果の公開による海辺の自然再生の意義の啓蒙
・ 包括的計画を通して市民が直接海と触れ合う場，漁業やレクリエーションにより利用される場といっ

た、多様な利用を前提とした海辺利用への合意形成の促進
・ 新たな事業計画・管理手法としての順応的管理手法の確立

成果の活用

• 生物・環境のモニタリング手法の開発

（現地実験の実施と解析）
• 湾全体の環境対策と、地域の水辺環
境対策の連関の概念モデルの作成

• 地域住民が主体的に参加できるメ
ニューを開拓

• 情報交換会の開催

• 国内外の沿岸域・湾レベルでの再生プ

ロジェクトの方向性の整理
• 再生行動計画が示されている東京・大
阪・伊勢三河・広島の各湾におけるア
ピールポイントの横断的比較（現地観測
の実施と解析）

235エビ　

12ウナギ　

350154ハゼ（匹）

400180ボラ個体数

B池

（南側）

A池

（北側）

項目　

潮だまり H１８．７．２７測定

環境モニタリング
局所的な環境を把握・評価する
ための手法開発

生物モニタリング
湾域での生物生息モニタ

リング手法などの開発

お台場でのノリ作り

総合的な管理の方向の整理
アピールポイントづくりのガイドラインとして、
湾域再生計画におけるアピールポイントの作り方の提言（国内外を視野に入れて）

住民参加メニューづくり
地域的特性を生かしたメニュー作り
国際連携を意識したメニュー作り

国内外事例調査
国外における沿岸・湾域の現状把握
国内各湾（東京・大阪・伊勢三河・広島）
の再生行動計画のレビュー

芝浦での生き物の棲み処づくり



低頻度メガリスク型の沿岸域災害に対する
多様な効用を持つ対策の評価に関する研究

目的

研究内容

研究の背景

(継続：平成１８～２１年度）

成果の活用

発生頻度は低いが、ひとたび生起すると大きな被害をもたらす低頻度メガリスク型沿岸災害対策

として、災害時に減災効果があり、非災害時（平常時）にも社会的効用がある対策を提案するととも

に、こうした多様な効用を有する施策に関する評価手法及び地域住民等と行政との合意形成手法、高

潮・高波対策施設等に関する統合的マネジメントシステムの構築を行う。

・各地域で、工学的に想定されている外力を超える大きな自然災害が多発している。
・こうしためったに生じない自然災害に対して、厳しい予算制約の中、特に人的災害を最小化する現実
的な防災・減災対策が急務。

・安全・安心を求める国民の要請に応え、説明責任を果たすために、防災・減災対策に対する合意形
成手法の確立が急務。

沿岸域における各種
施設の減災効果評価

手法の開発

低頻度メガリスク
型沿岸域災害の
シナリオの想定

平成20年度実施内容

No-Regret-Policy

○現行の対策の防護水準を超える巨大災害が発生した際に「備えを怠っていた」と後悔しない政策
○施設や装置の供用期間に災害が生起しなくても「無駄な投資をした」と後悔しない政策

沿岸域災害対策の
多様な効用の評価手

法の構築
ケーススタディ

合意形成モデル
の検討

○防災・減災投資量に対する合理的評価手法の提案
○防災・減災投資に関するアカウンタビリティの向上
○円滑な事業実施による防災・減災効果の早期発現

○国民の安全・安心の向上、生活の豊かさの向上

○想定を超える規模の災害による被害の軽減

高潮・高波対策施
設等の統合的マ
ネジメントシステム

の構築

他インフラも含め
たシステム構築方

策の検討

港湾施設（岸壁・上屋
等）による低減効果

減災を考慮した土地利規
制・誘導措置の導入

海岸保全施設での防護

森林・植栽・砂浜・干
潟等による低減効果

防潮機能を有する道路・
人工地盤・遊歩道等

臨海部建築物による
低減効果

危険物保管施設の
集約・移転

再開発・遊休地利用等と
併せた防災力の向上

低頻度メガリス

ク型沿岸域災

害を引き起こす

巨大高潮
等の

来襲

高潮・高波対策施設等の
統合的マネジメントシステム

港湾施設（岸壁・上屋
等）による低減効果
港湾施設（岸壁・上屋
等）による低減効果

減災を考慮した土地利規
制・誘導措置の導入

海岸保全施設での防護

森林・植栽・砂浜・干
潟等による低減効果
森林・植栽・砂浜・干
潟等による低減効果

防潮機能を有する道路・
人工地盤・遊歩道等

防潮機能を有する道路・
人工地盤・遊歩道等

臨海部建築物による
低減効果

臨海部建築物による
低減効果

危険物保管施設の
集約・移転

再開発・遊休地利用等と
併せた防災力の向上

再開発・遊休地利用等と
併せた防災力の向上

低頻度メガリス

ク型沿岸域災

害を引き起こす

巨大高潮
等の

来襲

高潮・高波対策施設等の
統合的マネジメントシステム

ガイドラインのとりまとめ
複合的な政策（No-Regret-
Policy：後悔しない政策）の提言



背 景
東アジアの国際物流が拡大している中、今後のＦＴＡ等の経済連携の進展により、貿易構造の変化と国際物

流のさらなる増大が生じるものと予想され、これに的確に対応していくため、港湾・空港等のインフラ整備やソフ
ト政策を含めた我が国の国際物流戦略の構築が必要不可欠である。

東アジア経済連携時代の国際物流ネットワークと
インフラ整備政策に関する研究

(継続:平成１７～２０年度）

東アジアにおける多国間及び二
国間のＦＴＡ等の経済連携の進展
による貿易構造の変化と国際物
流のさらなる増大

政策課題
・港湾・空港等の国際物流インフラの効率的・効果的な整備
・国際物流コストの縮減等による国内産業の国際競争力強化
・我が国の国際物流戦略の構築と国際間の政策調整の実現

東アジアにおける多国間及び二
国間のＦＴＡ等の経済連携の進展
による貿易構造の変化と国際物
流のさらなる増大

政策課題
・港湾・空港等の国際物流インフラの効率的・効果的な整備
・国際物流コストの縮減等による国内産業の国際競争力強化
・我が国の国際物流戦略の構築と国際間の政策調整の実現

研究内容

A：経済シナリオ・国際物流インフラ

関連政策シナリオの検討、作成

Ｄ：シームレスアジアに資する各種

ソフト・ハード政策等の検討・評価

（Ｅｘ．クロスボーダーイシューの解

消，国際ＲＯＲＯﾈｯﾄﾜｰｸの拡充，輸

送機材の大型化・高速化等）

Ｂ：東アジア地域における国際交通

ネットワーク上の貨物流動予測モデ

ルの開発

Ｃ： 貿易モデル（別途開発）とBで開

発した貨物流動予測モデルの統合

による貿易・物流統合分析システム

の構築

① 東アジアの貿易・経済構造の変化に対応した効果的効率的な国際物流インフラ整備に係る
計画の立案

② 物流インフラの国際競争力強化に係るソフト施策の支援
③ 国際物流コストの削減等による国内産業の国際競争力強化・経済活性化
④ 国際物流インフラ整備・管理運営に係る国際的な政策調整の支援

成果の活用

地域別社会経済データ
（基準均衡データセット）

地域間
貨物OD量

国際コンテナ貨物の
海上・陸上フロー等

国際多地域間産業連関表

国際間多地域間貿易額

国際貨物流動予測
（輸送機関統合型

ネットワーク均衡配分モデル）

貿易推計金額推計モデル
（応用一般均衡モデル）

地域間OD貨物量推定サブモデル

国内多地域間
産業連関表

２国間国際
産業連関表

国際交通に
関わる各種ｼ
ﾅﾘｵ（ｲﾝﾌﾗ整備・

運営，輸送機材等）

施策等の評価
（港湾貨物取扱量，
トランシップ量，
輸送ｺｽﾄ，ﾄﾝキロ等）

経済発展などの
将来シナリオ

【貿易・物流統合予測システムの全体ﾌﾛｰと検討内容】

FTA等の各国

の経済（統
合）政策ｼﾅﾘｵ

- 機関分担率（一部）
- 単位重量あたり

品目別単価
- 海上コンテナ化率

《貿易予測サブモデル》

《物流予測サブモデル》

《各種ｼﾅﾘｵ検討》

《各種政策ｼﾅﾘｵ評価》

目 的
本研究は、国際物流インフラ整備や各種ソフト政策を考慮できる新たな貿易・物流統合分析システ
ムの構築により物流需要予測の高度化・精緻化を図るとともに、経済効果分析に基づく各種政策の
分析・評価を行い、今後の我が国の国際物流戦略を提案するものである。



最終成果とその活用

◎ハード・ソフト一体となったリスクマネジメント手法の提案

→危機管理マニュアルの策定等により、関係者間の合意形成・被災時の対応策の普及

→被災時における国レベルでの物流・人流ネットワークの維持と早期回復が可能に

経済損失の最小化、我が国産業の国際競争力の維持

国際交通基盤の統合的リスクマネジメントに関する研究

目 的

危機発生後においても一定の国際交通サービスの確保ならびに迅速な回復のためハード・ソフト両面

から合理的なリスクマネジメント手法を提案する。

(継続:平成１８～２１年度）

研究内容

国際輸送リスクマネジメント手法とその
実現方策の検討
・ハード施策（施設の耐震性強化）と
ソフト施策（代替輸送への円滑な転換）
との連携

・被災時と通常時の両者における対策
①通常時：代替輸送に関する関係者

間での合意形成
②被災時：迅速な被災情報の収集と

分析、リアルタイムでの利
用者への情報提供

〔平成２０年度実施内容〕

・危機発生後においても維持すべきサー

ビス水準等の把握

・国レベルでの代替輸送経路ネットワー

クのあり方の検討

・代替輸送を機能させるための方策（関係
者間連携体制等）の検討

背 景

地球規模で物流・人流に係る国際交通ネットワーク網の高度化が進展している中で､大規模地震等

のリスクにより国際交通基盤の機能が低下・停止すれば経済社会に重大な支障をきたすことから、

国際交通ネットワークに係る安定性の確保により想定リスクに対する経済社会への影響を最小化

する方策の確立が急務



１）海辺の生態系における影響伝播のモデル化

２）多様で活力のある生態系の形成技術の開発

３）包括的計画立案と順応的管理技術の開発

☆自然共生型流域圏・都市再生のために、現場課題に立脚した「自然再生のシナリオ作成・実践研
究」が必要である。（総合科学技術会議環境イニシアチブでの指摘）

☆ 海浜・浅場・磯場・干潟・河口部等は，豊かな海の生態系を支える機能を持ち、加えて社会・市民

活動の影響を受けやすいが、その実態解明は不十分。
☆ 自然条件の変動に敏感に応答する場であるので、計画・施工・維持管理を包括的に議論する計画

手法（包括的計画手法）や観測・評価と連動したアダプティブ・マネージメント（順応的な管理）手法
が必要であることが指摘されており、海辺の自然再生事業の推進のために手法開発が急務であ
る。（海の自然再生ハンドブック、東京湾再生のための行動計画での指摘）

海辺の自然再生のための計画立案と管理技術に関する研究

海辺の自然の変動や影響伝播を考慮した新たな計画手法や管理手法を提案し、海辺の自然再生事
業の推進（計画立案・実践）に資する。

目的

研究内容

研究の背景

(継続:平成１７～２０年度）

・ 現象解明・モニタリング成果の公開による海辺の自然再生の意義の啓蒙
・ 包括的計画を通して市民が直接海と触れ合う場，漁業やレクリエーションにより利用される場といっ

た、多様な利用を前提とした海辺利用への合意形成の促進
・ 新たな事業計画・管理手法としての順応的管理手法の確立

成果の活用

• 汀線部のマイクロハビタット（局所生態系）の分布や消長

の観測手法および評価手法の開発
• マイクロハビタットの形成促進と管理の技術開発

• インパクト・レスポンスフローを用いた包括的計画手法

の提案
• 関連機関と連携した情報提供の試行と

生息場環境評価を用いた順応的管理技
術の提案

運河ネットワーク
のモデル化

東京港運河ネット
ワーク上の生物
生息場（マイクロ
ハビタット）

• 海辺での環境の時間的変動を長期連続的にモニタリングで

きる手法の開発（新しいセンサーの開発・遠隔データの自動
取得・変動解析）

• 海辺におけるインパクト・レスポンスフロー（主要生物の生息

に対する影響の伝播図）の作成
• 海辺生態系の変動構造の解析
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